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だからこういったことを防ぐ。 

あるいはまた施設を本当に懸命になって

維持するために、頑張っておられる施設の

経営者の方々、こういった方々を市が後ろ

から応援していくというふうな姿勢が、こ

れからどうしても必要になるのではないか

というふうに思いまして、今いろいろな観

点から、特に新しい介護保険をどのように

使っていくのかという観点で、質問をさせ

ていただきました。 

  以上で、質問を終わらせていただきます。 

○小関勝助委員長 次に順位２番、議席番号

６番、安部 隆委員。 

○６番 安部 隆委員 私は通告に従いまし

て、二つの項目について質問をさせていた

だきたいというように思います。 

  その前に冒頭に、ようやく雪も消えまし

て、寒さも緩んだかなというふうに思った

ところでございましたが、ここ２日ばかり

は、また冬に逆戻りというような感じがす

るきょうこのごろであります。厳しい豪雪

でありましたが、ありがたいもので長井市

に 後の傾斜配分というようなことで、特

別交付税が５億3,700万円ですか、これが交

付されたというようなことは、大変にあり

がたいなというふうに思っておる次第であ

ります。 

  それでは初めに今後の財政展望というよ

うなことで、質問をさせていただきたいと

いうふうに思うところでございます。 

  この質問につきましては、一般質問でも

質疑がされておりますし、長井市の自立計

画で中期展望として示されております。経

済情勢が回復基調にあったとしても、当面

は厳しい行政が続くものと思われ、今後５

年間の財政収支の見通しでは、定員適正化

に基づく人員削減、公債費負担適正化計画

の中で、投資的経費の削減の継続をしたと

しても、依然として財政不足が見込まれる

と。このような財政不足を解消し、持続可

能な財政運営をするには、基本または実施

各計画の見直し、行財政改革での歳出削減、

市税等の収納率向上、使用料・手数料、そ

して遊休地の有効活用というようなことが

言われております。 

  こうしたことを踏まえながら、新年度予

算書を見ながら思うわけでございますけれ

ども、市税の中期展望の資料にもあります

ように、18年からの収支の見通しにおいて

は、歳入歳出の中で 大６億円、そして２

億3,000万円というようなところまでのこの

歳入欠損が出ると。 

我々がこれまで５年間、行財政改革をな

し遂げ、ようやく財政的にもちょっと展望

的には開けたのかなというふうな様子であ

りますが、この18年、22年までの毎年の赤

字を足していきますと23億円程度になると。

一般会計でまたこういった借金が積み重な

っていくというようなことは、やはり気持

ちも改めていかなければならないのではな

いかなというふうに思ったところでありま

す。 

  そこで、この予算書にありますが、やは

り市税ですね、特に市民税、個人分、法人

分、それと固定資産税、軽自動車税という

この税についてでありますけれども、税務

課長にお聞きいたしますが、調定見込額に

対しましての収納率が毎年の予算書に記載

されております。18年度においても98.7％

ですね、個人分。法人分についても99.5％。

そして軽自動車税には97.5％であります。

このパーセントは、市民税の個人分につい

ては15年から18年まで同じ数字が上がって

おるわけです。 

  こうした数字は、あくまでも調定額に対

してこれくらい収納をしたいというような
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願望的なものなのか、そうではなくてやは

り現年度の結果を踏まえながら、総合的に

照らし合わせながらこれくらいは必ず収納

していくだと、こういったことなのか、そ

の辺その数字についてお聞きをいたします。 

○小関勝助委員長 中井 晃税務課長。 

○中井 晃税務課長 お答えいたします。 

  それぞれの税収の収納率でありますけれ

ども、例えば個人住民税を見ますと、ここ

数年の収納率は98.15％から98.95％の間で

推移をしておりました。そこの中で現在取

り組んでおります収納率向上対策本部の目

標額、そのほか現在の収納状況等を踏まえ

まして、収納率を見込ませていただいても

のであります。結果的に前年度と同じ数字

にはなっておりましたけれども、予算要求

をする際におきまして現在の状況なり、そ

れぞれの個々の状況も踏まえまして、収納

率を設定させていただきまして、さらに収

納率向上対策本部の取り組み状況も加味し

た上で、設定をさせていただいております。 

  そのほか、個人住民税以外につきまして

も、それぞれここ数年の収納状況を見まし

て、それをもとに収納率を設定させていた

だいたものでございます。 

○小関勝助委員長 ６番、安部 隆委員。 

○６番 安部 隆委員 確かに財政的な予算

の折衝というような中での、こうした一つ

の数字的なものもあるというふうにはわか

りますが、やはりこうした２年も３年も同

じような数字がのっておって、そしてその

収納率というものは達成をしていないと。

そしてこれは18年の１月末の資料でありま

すけれども、これにおきましても収入未済

額でありますが、滞納繰越分も含めまして

６億2,000万円ほどになっております。そし

て滞納繰越分については、２億6,000万円、

こうした金額がなっておるというようなこ

とは、やはり本当に現年度の収納というも

のは、目標に向かってやっているのかなと

いうような疑問が出てくるのは当然ではな

いかなというふうに思っておるところでご

ざいます。 

  確かに税は生き物でありますから、経済、

景気、いろいろな絡みがありまして、なか

なか一長一短、すぐにそうした収納効果と

いうのは出てこないというようなことは、

これは理解をするところでございます。 

ですが、やはりこれも民間あたりと比べ

れば、ちょっと緩いのではないかなと。や

はり民間であれば、その年のそうした入っ

てくるお金が取れないというようなことで

あれば、本当に自分の死活というものもか

かわってくるくらいに厳しいものがあると

いうふうに思うのです。そういったことを

考えれば、この調定見込額に対する収納率

というものは、そんなに簡単なものではな

いと私は思うのですが、その辺については

どのようなお考えでしょうか、お聞かせを

いただきます。 

○小関勝助委員長 中井 晃税務課長。 

○中井 晃税務課長 当然に税の公平性を考

えますと、負担能力のある方にはきちんと

税負担をしていただくというのが原則であ

りますので、それらをもとに課税させてい

ただいたものにつきましては、きちんとお

支払いのお願いをしております。 

  ただ中にはいろいろな事情がありまして、

収入が大幅に減少する、あるいは自己破産

等の手続等がされまして、財産も処分され

まして税の負担するようなもともとの財源

となるようなものを失われた方もいらっし

ゃいますので、そうした方につきましては

当然法に従いました措置をさせていただい

ております。 

  また、税負担ができるにもかかわらず納
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税をいただけない方につきましては、当然

財産の差し押さえなり、こちらの方で差し

押さえができる債権につきましては、調査

等もさせていただきまして、対応をさせて

いただいております。 

○小関勝助委員長 ６番、安部 隆委員。 

○６番 安部 隆委員 それなりの手段をと

っておると、そして差し押さえをやってお

るのだというようなことでございますけれ

ども、17年度まだ途中でありますけれども、

途中というか３月ですからね、段階でそう

した不良住民というか市民というか、差し

押さえされた件数など、「不良」というの

はちょっとあれですけれども、そういった

担税能力のなかった方々について、差し押

さえ件数についてお聞かせをいただきたい。 

○小関勝助委員長 中井 晃税務課長。 

○中井 晃税務課長 すみません。17年度の

数値までは持ってきておりませんでした。

16年度の数値の方で説明をさせていただき

ます。16年度差し押さえさせていただきま

したのは不動産につきましては28件、電話

加入権につきましては10件であります。そ

のほか債権の差し押さえといたしまして、

国税の還付金等39件ほどを差し押さえさせ

ていただいております。 

○小関勝助委員長 ６番、安部 隆委員。 

○６番 安部 隆委員 16年度において28件

の差し押さえ、それから電話権が10件、債

権が29件と、39件でありますけれども、こ

の電話権の権利の売買、競売という話、こ

れは確かに広報等に載りまして、市民に示

されておりますけれども、差し押さえされ

た不動産等の物件については、今28件ある

ということでございますが、その処分等に

ついてはいかがになっているのか、お聞か

せいただきたいと思います。 

○小関勝助委員長 中井 晃税務課長。 

○中井 晃税務課長 不動産につきましては、

差し押さえ中、昨年度並びに今年度公売処

分をさせていただいたものはございません。

電話債権につきましては、昨年度１件公売

処分をさせていただきました。今年度につ

きましては３月になりましてから差し押さ

えをしておりました４件を公売処分という

ことで、告示させていただきました。当日

までに２件の納税がありまして、残りの２

件の電話公売をさせていただきましたけれ

ども、応募者がありませんでしたので、今

年度は公売の成立はありませんでした。 

○小関勝助委員長 ６番、安部 隆委員。 

○６番 安部 隆委員 確かに本当に長井市

のまちづくりという点から行けば、こうし

た強制的な手段というものはとりたくない

というふうに私も思います。ですが、近年

のこうした厳しい時代においては、こうし

た公平な税も払えないというような事情は

あるとしても、そうしたものが物件として

差し押さえというようなことになっておれ

ば、やはり速やかにどんどんとそういった

ものを競売、そういったものにかけながら、

税のものとして収納していくという考え方

は、私は当然ではないかなというふうに思

います。 

今まで少なかったというのは、やはり市

民に対する一つの思いやりというようなこ

ともあったふうに思いますけれども、ここ

でこれからのこういう時代においては、そ

ういったこともシビアにやっていかなけれ

ばならないのではないかなというふうに思

いますが、その辺については市長はいかが

でしょうか。どういうふうにご感想。 

○小関勝助委員長 目黒栄樹市長。 

○目黒栄樹市長 ご指摘のとおり、しっかり

と納税をしていただくということは、自治

体運営あるいは国の運営でも基礎でありま
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すから、ここはしっかりと納税していただ

けるように、またいろいろな事情があって

滞納された方にも働きかけていくと、対策

本部等もつくってやっているわけでありま

すので、まずそこをしっかり確保していき

たいというふうに思っております。 

  さらに実効あるように、安部委員が今申

されたのはやはり差し押さえ等もしても、

それなりにそれを今度は実質のあれにかえ

られるようにという手続等ももっとやれと

いうご指摘ですから、そこもやはりしっか

りやらなければいかんというふうに思って

おるところであります。 

○小関勝助委員長 ６番、安部 隆委員。 

○６番 安部 隆委員 本当にそういったこ

ともやっていかないと、なかなか大変にな

るのではないかなと。民間においても私も

時々米沢の山形地方裁判所まで行って見て

いますけれども、民間、金融機関のところ

はすごいですね、今。やはりそうなのです

よね。そういう時代なのです。それをされ

たくなかったらば、ちゃんと担税をしなさ

いと、こういうことだと思います。 

  そこで、この（２）の増税なき増収対策

と、これは非常に難しいテーマと私も思っ

ております。実は何をやられてもやはり今

言ったように、そうした収入未済額の対応、

対処、これも一つあるというふうに思いま

す。それと新たな税というものも、きょう

の新聞等には県でも産業廃棄物税とかとい

うことでされております。この長井市、市

段階ではどういうものがそういったことに

なるのかわかりませんけれども、そういっ

たことも含めであります。 

  それと、これは財政課長にお聞きします

けれども、その点について、そういった新

税というようなことに対しての財政全体的

な中での考えというか、取り組みというか、

今後の課題というか、そういったことがも

し考えられれば、何かお答えをいただきた

いというふうに思います。財政課長よろし

く。 

○小関勝助委員長 松本 弘財政課長。 

○松本 弘財政課長 お答えいたします。 

  12月議会でも私の方から一般質問の中で

答弁をさせていただいたかと思いますけれ

ども、長井市の自主財源比率を向上させる

場合の考え方といたしまして、新たな税を

創設することも一つ考えられるわけでござ

いますけれども、当面長井市としては新し

い税を設けて増税を図るというふうなこと

ではなくて、受益者負担の公正化、適正化

を徹底しながら、自主財源比率を上げてま

いりたいというふうに考えているところで

ございます。 

○小関勝助委員長 ６番、安部 隆委員。 

○６番 安部 隆委員 新税というようなこ

とには余り踏み込まずに、現段階の中では

この受益者の中で公平に負担をしていただ

くと、そういうような中で何とか方向性を

見出していきたいと、こういうふうな答弁

でありましたけれども、そこで今度は税務

課長にお聞きしますけれども、確かに普通

税でありましたけれども、軽自動車税です

ね、この辺の考え方というのは増税という

ようなことでなくて、軽自動車については

やはり生産活動、経済活動、そして自分の

自家用的な考え的なものはありますけれど

も、この辺の税率というものも考えていい

時期に来ているのではないかなというふう

に私は感じるわけであります。 

  特に、軽自動車税の軽四輪乗用車、貨物、

この辺を予算書で見ても、四輪乗用車につ

いては7,200円、貨物車については4,000円

であります。営業車については3,000円と、

営業車についてはそれこそ経済活動のまっ
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ただ中ということでありますので、この辺

も検討はできるのではないかなと。それと

四輪貨物車というようなことを、今申し上

げましたが、この車、機械的にはほとんど

現代においては遜色ないわけです。 

乗用車と貨物の違いというのはナンバー

の40か50というような陸運事務所管轄での

区分、車についてはほとんど変わりはない。

数年前ですと貨物車においてはシートがベ

ンチシートということで、余り薄いスポン

ジというかショックというようなことで、

乗り心地も悪かったわけですけれども、今

や貨物の方が便利になりまして、乗用車よ

りもそういった面では相当改良されている

というふうに思うのです。 

  こういったところも全国ではこういった

ことを見直している自治体があるのかわか

りませんけれども、やはりこうしたことも

一つ考えていかなければならないというふ

うに私は思うのです。この辺はどういうよ

うにお考えになるか、税務課長にお願いを

したいと思います。 

○小関勝助委員長 中井 晃税務課長。 

○中井 晃税務課長 確かに軽乗用車でも５

ナンバーの税金ですと7,200円、４ナンバー

の税金ですと4,000円という形になっており

ます。利用形態としましては安部委員言わ

れましたように余り差がない場合が多いと

いうふうな感じはいたしておりますけれど

も、現在のところ標準税率といたしまして

は、先ほど説明しましたように7,200円、

4,000円という設定がなされております。 

  制限税率の範囲内ではある程度各自治体

に裁量権はあるわけでありますけれども、

４ナンバーの車だけに特定して制限税率を

かけるというのは、ほかのバランスを考え

ますとかなり難しいところがありますので、

もう少し全体的な見方での制限税率の適用

というものが必要ではないかというふうに

考えております。今のところ税務課といた

しましては、軽乗用車の税率を制限税率を

適用するかというところまでの検討はして

いない状態であります。 

○小関勝助委員長 ６番、安部 隆委員。 

○６番 安部 隆委員 確かにこういう景気

の低迷の中で、税率等の論議というのはや

はりちょっといろいろな問題等も含んでお

るというふうに思います。ですが軽自動車、

こういったものを持っているというのは、

それなりに所得を持ちながら、そして商売

やそうした利用の必要性があって車を持っ

ておると。そしてやはり先ほど言ったよう

に所得がありますから、担税能力はある方

が使用しているわけであります。 

ですからそうしたことも、今後はいろい

ろな全国の事例等もあると思いますけれど

も、そういったことも含めて検討していた

だきたいと。そしてここの調定見込額に対

する97.5％は、この三税の中では非常に低

いと。性質上は先ほど言ったように、ここ

は持っていたから公平というのではなくて、

これはそれなりに資産やそうしたものを持

っている方でなければ、ここは買えないと

いうようなことだというふうに私は思いま

すので、この辺は100％の収納率をしていた

だいて、今後ともそういった今言ったよう

な新税対策というようなことを含めて、ぜ

ひ検討していただきたいというふうに思う

ところであります。 

  それでは次に財政課長にですが、市有物

件の売却ということでございますけれども、

これらもやはり歳入の増収というものが大

きな問題だというふうに思います。なかな

か予算書にも市有物件については記載され

ておりますけれども、なかなか計画の達成

というふうになりますと、非常に難しい状
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況かなというふうに思いますけれども、こ

の辺の有効活用というものについては、今

後今までと違った考え方と取り上げ方とい

うものが必要ではないかなというふうに思

いますが、いかがでしょうか。 

○小関勝助委員長 松本 弘財政課長。 

○松本 弘財政課長 お答えいたします。遊

休地の処分につきましては、ご案内のとお

り毎年市報などに掲載をしながら、購入希

望者を募集しているところでございます。

平成17年度、今年度につきましても、６月

15日号の市報に市有地３件、それから開発

公社所有地１件を掲載しました。５月31日

以降につきましては、市のホームページな

どにも掲載をしながら、購入希望者を募集

してきたところでございます。 

  このうち１件につきましては、現時点で

売買契約の見通しがつきつつあるものがご

ざいますけれども、残念ながら今年度中の

契約には至らなかったという経過がござい

ます。他の物件につきましては、数件の照

会があったものの、具体的な話までには至

っていなかったという中身でございます。 

  18年度の当初予算につきましても、委員

ご指摘のように18年度の土地建物売り払い

収入といたしまして、3,978万8,000円を計

上しておりますが、このうち3,260万円が遊

休地の売却を見込んでいるというものでご

ざいます。したがいまして、何とかこれを

処分できるように今年度努力をしたいと思

っているところでございますが、今までの

とおりではなかなか売れないのではないか

というご指摘でありますので、県内13市の

処分状況などについても参考にさせていた

だくいろいろ調査をしてみたところでござ

います。 

  その結果でありますけれども、やはりど

の自治体においても市報であるとか、市の

ホームページに掲載をしながら、購入希望

者を募集しているという中身でございまし

て、なかなかはかばかしくないといった状

況があるようでございます。 

  近年、ネットオークションなどもいろい

ろ取りざたされているわけでありますけれ

ども、このネットオークションが例えば市

有財産、特に土地についてどうなのかとい

う部分については、まだまだ検討しなけれ

ばならないところがあると思っております

ので、13市の状況を見てみましても、ここ

まで実施するという中身で考えている自治

体は、現在のところないようでございまし

た。 

  長井市の場合は今後どうするかというこ

とを改めて検討しなければならないと思い

ますが、現時点では平成18年度につきまし

ても、現状のようなやり方で進めたいと考

えているところでございます。 

○小関勝助委員長 ６番、安部 隆委員。 

○６番 安部 隆委員 本当にこの用地の売

買というのは非常に難しいものだというふ

うに思います。そして今までの経費、管理

費等もかかっておるわけですから、そうし

たものを含めますと、どうしても地価の金

額は高くなっていくというようなものがあ

るというふうに思います。ですがやはりこ

れ以上たまっておいても経費の増すばかり

だというようなことであれば、その辺は若

干市民にサービスするというような考え方

も持てば、そういった価格にそういうもの

が盛り込まれるのではないかなというふう

に思いますので、その辺についてもひとつ

今後とも検討しながら、ぜひ強力に進めて

いただきたいなというふうにお願いをした

いというふうに思います。 

  この項は以上でありますけれども、それ

では２番目の市民の安全、安心対策につい
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てを行いたいと思います。この問題につき

ましても、過日の一般質問において質問さ

れております。本当に 近の児童の登下校

時の事件・事故というものは、目をふさぐ

ような悲惨な出来事が相次いで出ていると

いうようなことでありました。そういうよ

うなことで、私からはその中での交通安全

対策ということについて、質問させていた

だきたいというふうに思います。 

  今回の新年度予算におきまして、交通安

全にかかわる立哨、交通安全指導員、これ

が盛り込まれておりますけれども、立哨箇

所７カ所が廃止になっておるというような

ことであります。この経過についてはいか

がな経過でこのようになったのか、市民課

長にお聞かせをいただきたいというふうに

思います。 

○小関勝助委員長 小泉良一市民課長。 

○小泉良一市民課長 お答えをいたします。

平成18年度の予算編成に当たりましては、

17年度に引き続き従来の歳出改革路線を堅

持強化するため、従来にも増して歳出全般

にわたる徹底した見直しを行うことと方針

が定めてありました。この方針に沿って交

通指導員事業につきましても、見直しをし

たところでございます。 

  近年、信号機の設置などによりまして、

交通安全施設の整備、そして長井病院のサ

テライト化など、環境の変化によりまして、

危険性が薄くなった箇所も見られましたこ

とから、市内の立哨箇所を見直したところ

でございます。実際立哨場所に立哨をしま

した結果、交通信号機が設置されている交

差点では、子供たちは交通ルールをしっか

り守って道路を横断しておりまして、危険

性は少ないと感じたところでございます。 

  一方、信号機のないところでは、交通量

が多い中で、子供たちが横断体制に入って

も停止してくれるドライバーは少ないもの

でございまして、やはりこういったところ

では指導員が安全を確保してあげるという

ことが必要であるということを認識したと

ころでございます。こういった実態の中で、

指導員立哨箇所19カ所のうち７カ所を廃止

というようなことで、また１カ所について

は２人体制から１人体制にということに考

えたところでございます。 

  以上でございます。 

○小関勝助委員長 ６番、安部 隆委員。 

○６番 安部 隆委員 ただいま答弁では、

財政的な見地からというような答弁の出だ

しでありましたけれども、確かにそういっ

たこともわからないではないですけれども、

立哨によって我々のこうした生活の中で、

子供ばかりでなくて、我々運転者の交通ル

ールの警鐘にもなったのではないかなと。

そして変質者や強姦等への抑止的なものも

多くあるのではないかなと。 

やはり立哨をしていただいた方がいれば、

そうした変質者への抑止、威嚇というか、

そういった効果というものは、私ははかり

知れないものがあるのではないかなと、そ

うしたことを多分市民課長も考えていらっ

しゃると思いますけれども、そういうこと

を思えば、もう少し地域、本当に当事者の

方々との話というものが答弁の中には出て

こなかったですね。やはり保護者、ＰＴＡ、

そして学校当局との話し合いというものな

くして、こうした財政的なものだけでやっ

ていくというようなことには、ちょっと無

理があるのではないかと。 

ましてや今課長が言ったように、信号機

が出ればというようなこともわからないで

もないです。確かに私のところの学校でも

地下道があり、新設道路ができたというこ

とで、そういったところについては余りそ
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の立哨というものは、必要性というものを

感じていないと、こういうような学校のお

話も、私も聞いております。 

  ですが、やはりこうした廃止をするとい

うようなときに、ＰＴＡ、保護者との話し

合い、そして学校との協議なしでこれをや

っていくというようなことは、非常に乱暴

な行政の仕事かなというふうに思いますの

で、そうではなくてもう少しそうした当事

者と話し合って、そして理解をいただいて

こそ、廃止するなり継続するというような

ふうにならないものか、市長にお伺いをい

たしたいと思います。 

○小関勝助委員長 目黒栄樹市長。 

○目黒栄樹市長 この19カ所を12カ所にする、

それから少し人員も減らすということにつ

いては、すべての箇所にまず市民課長みず

からが立って、調べてみろと。そしてその

後いわゆる校長先生なり地域の皆さんとも

話し合ってみなさいという指導を出しまし

たし、そのことについてはやってきたとい

うふうに思います。 

  ただ、地元の例えば学校の皆さんでも今

まであるからあった方がいいとかいうよう

な、そういう意見もあったわけですし、そ

れから現実にちょっと市民課長自身があっ

た方がいいかというふうに感じて、なお校

長先生なり地元の人とも話し合ったという

のもありまして、それは私の後に課長に答

弁させますが。ただ一ついわゆる変質者の

威嚇とかそういうものについてということ

について言えば、あのひどい惨劇というか

事実は、 後に一人になった低学年の女性

に今集中しているわけでありまして、これ

はこの交通指導員とはちょっと……、それ

はそういうことについてはこの間教育長が

答弁しましたので、そういうふうにご理解

をいただきたいと思います。 

  全体として私は、すべての項目に見直し

をしろという、議会の皆さんからもご提言

ありますし、これは昭和44年度に立哨等が

出てきたわけですが、その後信号機ができ

たとか、やはり車の流れが変わったという

ようなところがありますから、これは５年

なら５年ごとに見直しするのは当然だと思

いますし、今回すべてのところで市民課長

が回っておりますので、市民課長からも少

し詳しいところは申し上げたいと思います。 

○小関勝助委員長 小泉良一市民課長。 

○小泉良一市民課長 このたびの原案につき

ましては、市民課職員が立哨場所に行きま

して、状況判断を指導員さんと一緒に立哨

をした結果と、それから私が立哨場所で立

哨させていただいた結果によって判断をし

たところでございます。各小学校の校長先

生に見直しをしたいという旨をお話しして、

理解を賜るとともに、児童生徒への交通安

全のご指導をよろしくお願いをしてきたと

ころでございます。 

  さらに長井市交通安全推進協議会や、あ

るいは交通安全協会の支部長さんにもお話

をしたところでございました。校長先生か

らは、廃止については慎重にしてほしいと

いうふうなことと、あるいは支部長さんに

は一部の支部長さんからはご理解をいただ

いたところもございますが、また一部の支

部長さんからは信号機があれば安心という

ことではないのだというふうなことをご意

見をいただいてきたところでございます。 

○小関勝助委員長 ６番、安部 隆委員。 

○６番 安部 隆委員 何か答弁を聞くと、

当局の一方的なお話しというふうに私は受

けとめますよ、市長。 

  それで、信号ついた、つかないというよ

うな問題では私はないというふうに思うの

です。やはり安全、安心というものは、そ
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の地域で今まで積み重ねたものが、そうし

た結果として出ているのだというふうに思

います。ですからすべて財政的な考えでい

けば、すべてを残すと、やはりそういうふ

うなものには無理もあるというふうに私も

その辺は理解します。 

  ですから市長、もう新学期も間もなくで

すから、やはり地域との話し合いというの

は課長の今の答弁でも直接話をしている感

じではないようですので、そうしたところ

の要望があれば、再考を含めて何とか対処

していただきたいというふうに思うのです

が、その辺はいかがでしょうか。 

○小関勝助委員長 目黒栄樹市長。 

○目黒栄樹市長 今の話のように、市民課長

が判断したのは19カ所のうち12カ所は残し

て、７カ所については交通安全標識なり、

人と車の流れが変わったからということが、

これがあれですが、なお地元に根強く心配

する声があるというところも、その後来ま

したので、安部委員もお耳に入っているの

かもしれませんが、今のように校長先生だ

けではなくて安全協会だとか地区の支部長

さんなどが、その他ＰＴＡさんまでは行っ

ていなかったかもしれませんが、話をされ

ているようですが、なおひとつここだけは

どうしてもというようなところがあれば、

それはやはり柔軟にお話をして、必要なら

ばということは私はできると思っておりま

す。 

○小関勝助委員長 ６番、安部 隆委員。 

○６番 安部 隆委員 大変ありがたい答弁

であります。本当にそれこそがやはり市民

が主役のまちづくりというふうに思います。

ぜひ４月の新学期までに、そうした要望の

ところがあるようでありますので、ぜひそ

ういうところには再考をしていただきたい

というふうに、先ほどいい返事をお聞かせ

いただきましたので、ぜひそういうふうに

実施していただくようにお願いします。 

  続きまして、（２）長崎県のグループホ

ーム火災から思う。当市の老人社会福祉施

設、高齢者介護施設の安全確保の指導、対

策等についてというようなことでございま

す。この火災事故は、１月８日午前２時、

高齢者介護施設グループホーム、長崎県大

村市でありますが、やすらぎの里さくら館

から出火しまして、鉄筋コンクリート平屋

建て、同ホーム約280平米を全焼し、焼け跡

から入所者９人のうち５人が焼死して見つ

かり、そして残る４人は市内の病院に搬送

され、その後２名が亡くなっておりまして、

計７名の方が亡くなったというようなこと

でございます。 

  そしてこの施設がまだできてからそんな

にたっていないということであります。施

設はオール電化で火の気がなかったと、こ

ういうようなことであります。そして入居

者の９人のうち、つえなどに頼らず自力で

歩行できたのは３人だけであったと。ほと

んどが認知症ということで人の手を借りな

ければ避難できなかったと。そして入所者

９人に対し、職員は８名、夜間職員は１名

だけと、これは国の基準では入所者18人ま

でなら１人でいいというようなことであり

ますので、基準の職員の体制であります。 

  そうしたことがこの新聞に載ったわけで

あります。そしてこの火災を契機に、テレ

ビでも取り上げまして７人のお年寄りをな

ぜ救えなかったのかということで報道があ

りました。ここには厚生省の方、そして消

防庁の方々からありまして、この対策強化

というのが話し合われたというふうな報道

があったわけです。その一番の効果という

ものについては、夜間職員が１人のところ、

やはり複数にしていくと。 
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それと一番効果のある設備は、火災報知

機はありますが、スプリンクラーだったと。

でもスプリンクラーの設備は金額も多額に

なりますので、小規模グループではなかな

か難しいと、経営収支が苦しく独自の体制

というものはなかなか難しいのだと、こう

いうふうなレポートでありました。 

  そこで、当長井市においての高齢者福祉

施設、こうした認知症、入居している施設

は何カ所あるのか、福祉事務所長にお伺い

をしたいと思います。 

○小関勝助委員長 宇津木正紀福祉事務所長。 

○宇津木正紀福祉事務所長 安部委員の高齢

者の認知症の方が入所している施設が何施

設あるかというご質問にお答えいたします。 

  長井市内には、いわゆるグループホーム

という老人福祉施設でございますが、介護

保険適用の施設でございますが、こちらの

方は２カ所に４棟、１棟９名ずつでありま

す。１カ所に同じように並んで建ってあっ

て２棟、それぞれ９人ずつ、それが２カ所

にあるということでございます。 

○小関勝助委員長 ６番、安部 隆委員。 

○６番 安部 隆委員 そのほかに参考まで

ですけれども、老人福祉施設というような

老人ホームを含めていいですけれども、そ

ういった箇所もお聞かせをいただきたいと

いうふうに思います。 

○小関勝助委員長 宇津木正紀福祉事務所長。 

○宇津木正紀福祉事務所長 長井市内には介

護老人福祉施設、いわゆる特老が慈光園と

寿泉荘、２カ所あります。それから介護老

人保健施設、いわゆる老健施設、リバーヒ

ル長井さんでございますが、こちらが１カ

所、それから養護老人ホーム、こちらおい

たま荘になりますが、１カ所、それから介

護保険の適用になっているところでござい

ますが、軽費老人ホーム、ウェルフェア慈

光園、一部介護保険適用になっております。 

それから介護つき有料老人ホーム、こち

ら要支援から要介護５までの方が入ってい

られますが、リバーヒルの隣に同じ敷地内

にありますが、ほほえみがあります。それ

から介護が必要でひとり暮らしの人が入っ

ている宅老所というのもございます。 

○小関勝助委員長 ６番、安部 隆委員。 

○６番 安部 隆委員 ただいま市内の施設

でありますけれども、特別養護老人ホーム

慈光園、寿泉荘、それから介護老人保健施

設リバーヒル長井、それからおいたま荘、

４カ所というようなことでございます。こ

れらの施設におきましては、県の許可とい

うようなことでありましょうから、それぞ

れ消防設備、それから防火管理責任者、避

難訓練、それからそういった関係者、消防

関係の立ち入り検査というものをきちんと

なされているものだというふうに思います

が、その辺についてはおわかりであればお

答えをいただきたいというふうに思います。 

○小関勝助委員長 宇津木正紀福祉事務所長。 

○宇津木正紀福祉事務所長 現在介護保険施

設につきましては、県の指導というふうな

範疇になっております。ただし今後長井市

の方で市町村がより実態に即した指導監督

や処分ができるように、特に地域密着型サ

ービス事業者に対しまして、業務改善勧告、

業務改善命令、指定の効力の停止命令、当

該処分の公表の権限が追加されるという、

これが平成18年４月からの改正の内容で、

これからは地域密着型のサービス事業者に

対してはできるというようなことになりま

したし、またすべての介護サービス事業者

に対して立ち入り調査が可能となるという、

随時事業所に対する指導が可能になったと

いうことでございますので、現在のところ

は県の方が指導監査の方になっていますが、
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長井市の方も事業者としての指導監督の方

が強化されるというふうな改正内容の一つ

でございます。 

○小関勝助委員長 ６番、安部 隆委員。 

○６番 安部 隆委員 今までは県の許可で

ありますので、県のそうしたかかわりだっ

たと。でも18年度からは市が地域密着型と

いうことで指導監督をしていくというよう

なことになるというような、今の答弁であ

りました。 

  そこで、こうしたことは万が一当市には

起きないというふうに私も思いますが、こ

れは100％そうした思いというものはないと

いうふうに思います。それがまさに昨年の

南中教室火災であります。火の気のないと

ころから、だれもが考えもしない、そうし

た火災が発生していると。万が一こうした

福祉施設が長崎県のようなことになれば、

物損火災と違って事の重大性、責任という

ものは非常に大きいものがあるというふう

に思います。 

  これからはできますが、今までは県の管

轄だったと、こういうような福祉事務所長

の答弁にありますけれども、こうした施設

の許可は確かにそうですが、長井市とはや

はり介護保険等におきまして、非常に関係

というもの、かかわりというものが多いと

いうふうに思うのです。そして今聞きまし

たところのこうした施設については、それ

ぞれ県の監査や立ち入りと、そういうふう

なことがあるというふうに思います。まし

てや１月のこの火災以後についても、こう

した指導強化というものが図られたのでは

ないかなというふうに思います。 

  そこで、消防主幹にお聞きしますけれど

も、今福祉事務所長が言われましたこうし

た施設の監査、それから宅老所と言われた

こうしたところについても、どのような立

ち入り検査等があったのか、その辺につい

てお聞かせいただきたい。 

○小関勝助委員長 金田寿一消防主幹。 

○金田寿一消防主幹 安部議員の質問の老人

福祉施設の安全確保、指導対策などについ

てお答え申し上げます。福祉事務所長と重

複する部分があると思うのですが、ご理解

を賜りたいと思います。 

  長井市内に建設されてあります老人福祉

施設でございますが、11施設ございます。

その中で指定認知症対応型共同生活介護事

業所が２施設ございます。宅老所関係では

３施設でございます。その他特別養護老人

ホーム、グループホーム、デイサービス等

となっております。 

  この建築物につきましては、消防法第７

条において消防同意に関して規定されてお

ります。趣旨は建築物の新築、増築、改築、

移転、修繕、模様がえ、用途変更、または

使用について許可、認可、または確認を行

うに際しては消防同意が必要となっており

ます。 

  消防機関が防火の専門的立場から建築行

政に対しての建築物の新築計画の段階から、

消防用設備等の設置指導も含めて、防火上

の観点をチェックいたしまして、予防行政

の目的を達成するものでございますし、こ

れは建築物の設計段階で消防機関が関与す

ることによりまして、建築物の所有者など

の負担をできる限り軽くしながら、建築物

の火災予防上の安全を確保するためのもの

でもございます。 

  消防同意の要件は、建築物の計画が法律、

命令、及び条例の規定で建築物の防火に関

するものに違反しないことであり、消防法、

危険物政令、建築基準法、都市計画法、火

薬取締法、労働安全法令、火災予防条例、

建築安全条例などの関係法令の防火に関す
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る規定は、すべて含まれることになります。 

  建築確認申請から防火対象物使用開始ま

での手順といたしましては、建築許可等に

ついての消防法第７条建築同意、消防法第

17条の関係で、消防用設備等の設置維持事

務、そして消防設備の着工届による書類審

査、さらには指導と、そして消防設備等設

置届による書類の審査とそして指導、それ

によって消防検査を実施いたします。その

検査が合格すれば、検査済み証を交付して、

その後に火災予防条例第64条による防火対

象物使用を許可し、届け出を提出いただい

て、その後使用するということになるわけ

であります。 

  長崎県で発生いたしました認知症高齢者

グループホームの火災を踏まえまして、当

消防本部といたしましても、高齢者社会福

祉に対する消防法第４条、立ち入り検査及

び火災予防条例規定に基づきまして、一斉

立ち入り検査を実施しております。 

査察の重点内容といたしましては、消防

法第８条で定められている各施設の消防計

画、防火管理及び消防設備等の維持管理と、

火気の管理及び入居者の安全確保などの15

項目についてチェックをいたしまして、施

設の特性を踏まえ、適切な対策と指導を行

ったところでございます。今後は、長崎県

での火災教訓を生かしまして、施設の防火

安全面に関する指導強化を図る中で、消防

法８条に基づく消火、通報、避難訓練を確

実に実施するように、関係者に対して強く

指導したいというような考えでございます。

また施設職員、及び入居者の皆様が施設の

防火管理についての重要性を理解いただけ

るように努力してまいりたい所存でござい

ます。 

  以上でございます。 

○小関勝助委員長 ６番、安部 隆委員。 

○６番 安部 隆委員 いろいろと答弁あり

がとうございました。そうしますと、この

県の許可になっている施設については、私

の資料では１年１回実施がされ、立ち入り

検査、そして避難訓練がされておるという

ようなことであります。ただこの宅老所と

いう施設が、これは県の許可なのでしょう

か、福祉事務所長、お伺いをしたいと思い

ます。 

○小関勝助委員長 宇津木正紀福祉事務所長。 

○宇津木正紀福祉事務所長 宅老所について

は、一般のアパートと同じような扱いで、

県の許可は必要ございません。 

○小関勝助委員長 ６番、安部 隆委員。 

○６番 安部 隆委員 そういった高齢者の

方が入所されながら、県の許可ではないの

で、長井市としても何のそうした手立てと

いうものか、指導はできないと、そういっ

たことなのでしょうか。 

非常にこの辺が許可施設と違い、この資

料で行きますと、昼間、夜間の職員数も不

明、設備等についても不明、入所者に至っ

ても不明、こういう施設が、県の許可なし

で今言ったように共同住宅というような形

で、こういう営業をされるというようなこ

とは、これは何も差し支えはないかもしれ

ませんが、安全上においては非常に危ない

のではないかなというふうに私感じますが、

こういったところはやはり福祉事務所は、

県の管轄というようなことだと思いますけ

れども、先ほど申し上げたように、かかわ

りは多分一番あるところではないかなとい

うふうに思うのですが、その辺については

いかがお考えでしょうか。 

○小関勝助委員長 宇津木正紀福祉事務所長。 

○宇津木正紀福祉事務所長 宅老所につきま

しては、一般の住宅と同じような扱いでご

ざいまして、福祉事務所の方では特別なこ
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とがない限り指導ということはないという

施設でございますので、今のところは長井

市の福祉事務所では火災に対しては消防署

さんの方に安全対策をお願いしているとい

うふうなことでございますので、指導とい

うことは今のところ考えているものはござ

いません。 

  ただ、私どもの方の指定基準介護報酬等

に関するＱ＆Ａという消防関係のものの資

料でありますが、認知症高齢者グループ等

の消防設備に関しては、先般の火災事故、

これ長崎県の火災事故だと思いますが、そ

ちらを契機としまして、現在消防庁におい

て認知症、高齢者グループ等における防火

安全対策検討会が開催されているそうでご

ざいます。その結論に基づきまして、消防

法に基づく規制についての所要の改正が行

われる予定だという情報が入っているとこ

ろでございます。 

○小関勝助委員長 ６番、安部 隆委員。 

○６番 安部 隆委員 今の答弁であります

けれども、かかわりは消防というようなこ

とでございましたけれども、先ほど消防主

幹が申されましたけれども、この立ち入り

検査するにも建築確認申請が出ていないと、

一般住宅なんだか共同住宅なんだかもわか

らないと、こういったことで、その立ち入

り検査にはならないというふうに私は解釈

したわけです。 

  ですから、福祉事務所は18年度からやは

り市民というか、身近な施設というような

ところで指導されていく評価が出たと、そ

ういったことを考えれば、これはきちんと

その並みに、これは 低基準だと思うので

す。このグループホームの基準も。こうし

た 低基準になっていただくように指導を

お願いしていくべきではないかなと私は思

うのです。本当に６人も７人もこの入所者

が亡くなられたなんていったらば、とんで

もないことです。 

  ですから、そうした許認可のたらい回し

ではないけれども、18年度からは身近な施

設というようなことで、許可はどうあって

もこの長井市でそうしたことをやっておら

れるのならば、きちんとした指導をやって

いただきたいというふうに思います。 

それといろいろ今の答弁を聞いていきま

すと、この共同住宅という考え方が長井市

の建築基準というものを考えた場合に、固

定資産評価、そうしたものまでもかかわっ

てくるのではないかなというふうに思いま

すが、その辺について税務課長、お聞かせ

いただきたい。 

○小関勝助委員長 中井 晃税務課長。 

○中井 晃税務課長 家屋の評価につきまし

ては、通常の建築関係の基準とはまた別に、

税務課といいますか、固定資産税の評価基

準といったものがございます。そこの中で

課税客体として把握できる状態になった時

点で評価いたしまして、課税をするという

ような形で対応をさせていただいておりま

す。 

  条件といたしましては、基礎に当たる部

分並びに屋根に当たる部分、並びに周壁に

当たる部分がありまして、ある程度建物と

しての形態をなしまして、使用できるよう

な状況になっているというふうな状況の施

設につきましては、評価をいたしまして課

税をさせていただいております。 

  建物の用途のいかんにつきましては、こ

ちらの評価とはまた別でありますので、固

定資産税といたしましては建物の用途とは

別に、家屋として利用できる形態になった

時点で評価をさせていただいております。 

○小関勝助委員長 安部委員に申し上げます

が、時間を超えておりますので、簡潔にお
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願いします。 

６番、安部 隆委員。 

○６番 安部 隆委員 いろいろご答弁いた

だきましてありがとうございます。やはり

安心、安全というものは日ごろの備えとい

うものなくして安全を語れないというふう

に私は思いますので、ひとつ行政の皆様方、

課長、管理職の方におきましては、そうし

た知識というものは持っておりますので、

今後一層のご指導、そして対策というもの

をお願いしたいというふうに思います。 

  後に市長に今のこのやりとりの感想を

お聞かせをいただきたい。 

○小関勝助委員長 目黒栄樹市長。 

○目黒栄樹市長 まず消防主幹が申されたよ

うに、長崎県の事故を教訓に、相当とにか

く立ち入り検査をしたというのが、これは

ご理解いただいたと思うのです。 

それからこの運営等に関して、私はやは

り宅老所もひとり暮らしになった場合に、

友達と一緒にいることによって、非常に認

知症が進まなくなる、むしろ元気になると

いうような面では、これは今全国各地で認

められつつある一つの大きな方法だと思い

ます。その安全等については、やはりそれ

はまず消防法でやるのだと。 

それからその運営等について、それはし

かし一般の住宅にスプリンクラーというわ

けにいかないわけですから、夜勤はどうだ

とか何とかということはこれから今考えて

いるわけで、これ国、県等とも十分打ち合

わせをしながら、安全を守るような運営指

導、行政のかかわりもこれからしていかな

ければいけないというふうに思います。 

○小関勝助委員長 ６番、安部 隆委員。 

○６番 安部 隆委員 終わります。 

○小関勝助委員長 ここで暫時休憩いたしま

す。再開は３時20分といたします。 

 

 

     午後 ３時０２分 休憩 

     午後 ３時２０分 再開 

 

 

○小関勝助委員長 休憩前に復し、会議を再

開いたします。 

  次に順位３番、議席番号17番、蒲生吉夫

員。 

○１７番 蒲生吉夫委員 通告しております

２点について、順次ご質問を申し上げたい

と思います。 

山形県電子申請システムの効果について

ということで、今回の予算の中で、山形県

電子申請システム整備助成金というやつが、

これは市町村振興資金の中から出てくると

いうふうに聞いておりますが、612万9,000

円収入があって、同額負担金として市から

どこに出すのかわかりませんが、インター

ネットデータセンターあたりに出すのでは

ないかというふうに、これ資料を見ていっ

たらわかったのですが、この仕事としては

県並びに市町村の共同運営というふうにな

っておりまして、入札はコミュニティ山形

共同企業体が落札をしたわけでありますが、

契約金額は９億5,392万5,000円というふう

な数字になっております。 

このやり方は、要するに県の電子申請シ

ステムを構築していくのに、また５年間の

運営までこれは含まれるのです。要するに

35市町村にそれぞれに振り分けたのですね、

この予算を。それでもう一回業務するとこ

ろにその全額を集めていって、そこで事業

をすると、こういうふうな仕掛けなのでし

ょうか、ここは。 

○小関勝助委員長 松木幸嗣企画調整課長。 

○松木幸嗣企画調整課長 委員の方の予算の


